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1――はじめに 

団塊世代全員が 75歳以上の後期高齢者となる 2025年に向けて医療・介護分野における改革が進

められている。 

2018年は、診療報酬・介護報酬の同時改定1、医療計画・介護保険事業（支援）計画の策定2、国

保の財政基盤の都道府県への移行等が同時に行われるため、制度をまたぐ改革が行いやすいことで

注目されている。次の同時改定は 2024年と、目標とする 2025年の直前であることから、2018年

の改定等が大きな意味をもつと考えられる。 

今回の改定等は、2013年に「社会保障制度改革国民会議」で示された医療と介護の提供体制の改

革に基づいて行われる。すなわち、寿命が延び、高齢期の慢性疾患が増加した現在に必要な医療体

制は、これまでの青壮年期の疾患に対して、救命・延命、治癒・社会復帰を前提とする「病院完結

型」のものではなく、病気と共存しながら QOL を維持することと、それを支える地域体制づくり

といった「地域完結型」に移行すべきであるという考え方に従ったものになる。 

本稿では、「社会保障制度改革国民会議3」で示された医療・介護分野における改定の概要と、2017

年上期までの動きを紹介する。 

 

2――2018 年に向けて行われる改革の概要 

1｜医療・介護分野における法制化のこれまでの流れ 

「地域完結型」の医療体制は、地域の医療機関の機能分担を進め、病気を発症後、入院、回復、

退院までをスムーズに進めることにより早期の社会復帰を目指すものである。退院後は、必要があ

れば医療機関からの充分な情報をもとに介護へ円滑な移行を行う。2025年に向けて入院病床の必要

量は低下することが見込まれているが、その分は在宅医療が充実する予定である。 

                                                
1  診療報酬改定は２年おきに、介護報酬改定は３年おきに改定されており、６年に１回同時改定となる。 
2  医療計画は数年ごとに、介護保険事業計画は３年おきに策定されてきた。2018年以降、医療計画は６年おきに策定される

ようになる。 
3  社会保障制度改革国民会議は、社会保障・税一体改革を契機に創設された。 
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2012 年から始まった「社会保障制度改革国民会議」報告を受けて、2013 年 12 月に「持続可能

な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律（プログラム法）」が成立した。プログ

ラム法では、医療・介護のほか、少子化対策や年金など、各分野の改革の検討項目と法案提出や実

施時期の目途を示している。 

これに基づいて医療・介護分野では 2014 年６月に「地域における医療及び介護の総合的な確保

を推進するための関係法律の整備等に関する法律（医療介護総合確保推進法）」が、2015年５月に

「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（医療保険制

度改革法）」が、2017年７月に「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正

する法律（地域包括ケア強化法）」が成立した。 

各法律で扱われている主な改定項目を図表１に示す。 

 

図表１ 医療・介護分野における主な改定項目 

医療分野 介護分野 

医療及び介護サービスの整合的な計画の策定・新たな財政支援制度の創設 

地域での効率的・質の高い医療の確保 

・病床機能報告制度の導入 

・地域医療構想の策定と病床機能の再編 

・在宅医療の推進、介護との連携 

・医療法人制度に係る見直し 

・チーム医療の推進 

・医療従事者の確保 

地域包括ケアシステムの構築と費用負担の公平化 

・地域支援事業の充実 

・介護従事者の確保 

・予防給付の再編 

・特別養護老人ホーム入居者の重点化 

・低所得者の保険料の軽減割合を拡大 

・一定以上所得者の 自己負担を２割に引上げ 

・低所得者の「補足給付」要件に資産を追加 

・国保財政基盤の強化 

・後期高齢者支援金の総報酬割導入 

・負担の公平化・外来受診の適正化 

・医療費適正化計画の見直し 

・一定所得以上の高齢者の３割負担の導入 

・「介護医療院」の創設 

・被用者保険の介護納付金への総報酬割導入 

・共生型サービスの創設 

・自立支援・重度化予防に向けた保険者機能の強化 

 

 

2｜今回の改定の特徴 

今回の改定の特徴として、以下４点があげられる。 

 

① 地域医療構想の策定に基づく病床機能の再編 

医療介護総合確保推進法で示された改革では、「地域完結型」の医療体制を整備するために、都道

府県による地域医療構想策定と、それに基づいて病床機能の再編を行う点がこれまでと異なる。都
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道府県は、各医療機関が新たに報告を義務づけられた「病床機能報告」に基づいて、高度急性期・

急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに、2025年の医療需要と必要病床数、および在宅医療等の医

療需要を推計し、推計結果にあわせて、設備の準備や医療従事者の確保などの提供体制を、原則と

して二次医療圏単位で整える。 

2017年３月までに、すべての都道府県で地域医療構想の策定を終え、現在は、2018年４月の第

７次医療計画の策定が進められている。 

 

② 介護サービスの重点化・地域支援事業の充実 

特別養護老人ホームの「新規」入所条件が、原則として要介護３以上と、重点化されている。 

介護保険制度の支給対象に認定されていない高齢者等を対象としては、社会参加・介護予防に向

けた取組、配食・見守り等の生活支援体制の整備、在宅生活を支える医療と介護の連携及び認知症

の方への支援の仕組み等を一体的に推進しながら、地域で支えていく体制を構築するための市町村

において「地域支援事業」が充実する。これまで介護保険制度で提供されていた要支援者に対する

予防給付も地域支援事業に移行され、地域の実情や各高齢者のニーズにあわせたサービスを受ける

ことができるようになる。 

 

③ 都道府県の権限強化 

高齢化のスピードは地域によって異なることから、必要となる医療・介護の量や時期は地域別に

検討する必要があり、都道府県に期待される役割は、これまでと比べて大きい。都道府県が、市町

村や医療関係者と協議の上、地域の実情にあわせて病床機能を再編し、医療計画・介護事業支援計

画を策定することで、各計画の実効性が高まり、医療提供体制の効率化が進むことが期待されてい

る4。 

また、在宅医療の推進や医療・介護分野における地域ネットワーク構築などの医療提供体制を整

備するための財政支援制度（基金）が都道府県に新たに創設されたほか、国民健康保険の財源を都

道府県に移行することによっても都道府県の権限が強化される。 

 

④ 高齢者を含めた負担の見直し 

今回の改定では、高齢者・施設利用者自身の負担の見直しも行われている。医療費の負担におい

て、現役世代に続いて高齢者においても所得水準・限度額が見直され、所得によっては自己負担が

増加したほか、後期高齢者の所得割部分の保険料軽減特例も段階的になくなる。また、介護費の負

担においても、現役世代に総報酬割を導入する等の改定が行われたが、高齢者においても一定以上

所得者の負担が引き上げられた。今後はマイナンバー制度の浸透にあわせて、所得だけでなく資産

も考慮に入れ、負担の公平化をはかる。 

 

                                                
4  諸外国と比べて日本には民間医療機関が多く、調整を行うのが難しい環境と言われている。今回の病床機能の再編にあた

り、協議だけでは進まない場合、計画を着実に実施するために都道府県には病床の新設・増床・機能転換・削減において

いくつかの権限が与えられている。 



 

 

4｜               ｜保険・年金フォーカス 2017-09-26｜Copyright ©2017 NLI Research Institute All rights reserved 

 

3――おわりに 

2018年に向けて、プログラム法であげられた項目について順次改定が行われている。 

今後は、前述のとおり金融資産等の保有状況を考慮に入れた負担の在り方やかかりつけ医を普及す

る観点からの外来受診時の定額負担等についても検討される。 

また、診療報酬・介護報酬については、それぞれ検討が進められている。特に、看取り、訪問看護、

リハビリテーションについては、医療と介護の整合性を確保しながら検討される予定である。 


